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平成２７年７月９日 資 料 ３第８７回社会保障審議会医療保険部会
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なぜ2035年なのか
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大きな制度改正が行われるためには、少なくとも５～10年を超える時間が必要で
あるが、現在2020年・2025年を見据えたビジョンはあっても、その先を見据えたビ
ジョンは無い。
今後20年間は高齢化のさらなる進展と人口減少という大きな人口構造の変化に伴
い、保健医療のニーズは増加・多様化し、必要なリソースも増大することが予想さ
れる。
団塊ジュニアの世代が20年後には65歳に到達し始める。
多くの発展途上国においても、20年後には疾病構造の重心が感染症から非感染
症に移る。
イノベーションサイクルが20年程度であることを踏まえると、2035年の保健医療に
関する技術は大きな進歩を遂げていることが予測される。

世界最高の健康水準を維持し、同時に将来世代にツケを残さないためには、2035年
までに予測される需要の増加・多様化、グローバル化、技術革新に対応できるような、
保健医療におけるパラダイムシフトが必要。



「保健医療２０３５」策定懇談会 開催実績

第１回（平成27年2月24日） 2035年を見据えて保健医療政策において優先して取り組
むべき課題について

第２回（平成27年3月9日） 2035年を見据えて保健医療政策において優先して取り組
むべき課題について

第３回（平成27年3月27日） 構成員からのプレゼンテーション

第４回（平成27年4月18日） 構成員からのプレゼンテーション

第５回（平成27年4月22日） 構成員からのプレゼンテーション

第６回（平成27年5月15日） とりまとめへ向けた論点整理

第７回（平成27年5月29日） とりまとめへ向けた論点整理

第８回（平成27年6月8日） 提言に対する今後の推進体制について
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保健医療ニーズの増大、社会環境・
価値の多様化、格差の増大、グロー
バル化の進展

単なる負担増と給付削減による現行
制度の維持を目的とするのではなく、
価値やビジョンを共有し、新たな
「社会システム」としての保健医療
の再構築が必要

世界最高の健康水準を維持すると同
時に、保健医療分野における技術や
システムの革新を通じて我が国の経
済成長や発展の主軸として寄与

財政再建にも真摯に向き合い、我が
国の経済財政に積極的に貢献

少子高齢社会を乗り越え、日本がさ
らに発展し、これから高齢化に直面
する国際社会をリードすることで、
健康長寿大国としての地位を確立

これから20年後の社会と経済の変化に対応するため、パラダイムシフトが必要

量の拡大 質の改善

患者の価値
中心

保健医療のパラダイムシフト

統合発散

これまで 2035年に向けて

2035年に向けての課題と展望

行政による
規制

当事者による
規律

キュア中心 ケア中心

インプット
中心
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人々が世界最高水準の健康、医療を享受でき、安心、満足、納得を得ることができる持続

可能な保健医療システムを構築し、我が国及び世界の繁栄に貢献する。

20年後の保健医療システムを構築する３つのビジョンとアクション

2035年に達成すべき３つのビジョンとアクション

保健医療の
価値を高める

患者にとっての価値を考慮
した新たな報酬体系

現場主導による医療の質の
向上支援（過剰医療や医療
事故の防止など）

「ゲートオープナー」とし
てのかかりつけ医の育成・
全地域への配置

「たばこフリー」オリン
ピックの実現

効果が実証されている予防
（禁煙、ワクチンなど）の
積極的推進、特に、重症化
予防の徹底による医療費削
減

健康の社会的決定要因を考
慮したコミュニティやまち
づくり

健康危機管理体制の確立
（健康危機管理・疾病対策
センターの創設）

ユニバーサル・ヘルス・カ
バレッジや医薬品等承認な
どのシステム構築の支援

グローバル・ヘルスを担う
人材の育成体制の整備

目標

基本理念

LEAN
HEALTHCARE リーン・ヘルスケア

1 主体的選択を
社会で支える

LIFE
DESIGN ライフ・デザイン

2 日本が世界の
保健医療を牽引する

GLOBAL             
HEALTH LEADER

3
グローバル・
ヘルス・リーダー

日本と世界の繁栄と共生公平・公正（フェアネス） 自律に基づく連帯
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治験や臨床試験のプラットフォーム整
備

がんや認知症などの研究推進のための
多様な研究財源の確保

医療等IDを用いてヘルスケアデータ
ネットワークを確立し積極的に活用

検診・治療データの蓄積・分析による
予防・健康・疾病管理の推進

「保健医療補佐官」
（CMO）の創設

医療イノベーション推進
局の創設

医療費の伸びが予測を上
回る場合の中期調整シス
テムの導入（給付範囲、
予防施策、財源等）

公的保険を補完する財政
支援の仕組みを確立

1.イノベーション環境 2.情報基盤の整備と活用

3.安定した保健医療財源

3つのビジョンを達成するための5つのインフラ（横断的な手段、体制、リソース）

5.世界をリードする
厚生労働省

4.次世代型の保健医療人材

パラメディカルが行える
業務の更なる拡大

医師の偏在等が続く地域
での保険医の配置・定数
の設定
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ビジョン１：リーン・ヘルスケア
～保健医療の価値を高める～

速やかに医療技術の費用対効果を測定する仕組みを制度化・施行する。

National Clinical DatabaseやChoosing Wisely等の「医療現場主導」
の取組を積極的に支援し、医療の過少・過剰部分の改善を図る。

都道府県の努力の違いに起因する地域差は都道府県がその責任（財政的
な負担）を担う。また、都道府県において医療費を適正化できる手段を
強化。

複雑化、専門化する医療において患者への「ゲートオープナー機能」を
確立する。総合的に診療を行うことができるかかりつけ医を今後10年間
程度で全地域で配置する体制を構築。
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National Clinical Database

外科手術情報等のデータベース。現在は一般外科医が行う手術の95％以上の情報が登録さ
れており、施設等のベンチマーク等への応用が可能。
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「Choosing Wisely」は、検査や治療の選択において必要性を的確に吟味し、無駄を控え
るように推奨するなどの ABIM 財団(American Board of Internal Medicine Foundation)
が2011年から行っている活動。

各学会が「Things Physicians and Patients Should Question（医師と患者が話し合うべ
き項目）」を公表するもの。

Choosing Wisely
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ビジョン２：ライフ・デザイン
～主体的選択を社会で支える～

学校教育、医療従事者、行政、ＮＰＯ及び保険者からの働きかけに
よってヘルスリテラシーを身につけるための支援をする。また、終末
期について、“Quality of death”の向上のための取組を進める。

保健医療政策とまちづくり・都市政策を一体となって進めていく必要
があり、これを強力に進めるため、全国30市町村程度を「保健医療
2035モデルシティ」として認定・表彰。

女性がライフコースを通じて包括的な医療・ケアを受けられ、妊娠・
出産・育児に際して男女ともに十分な社会的支援を享受できる体制を
構築。

2020年のオリンピックまでに受動喫煙のない「たばこフリー」オリン
ピックを実現。
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タバコに関する法規制の状況
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ビジョン３：グローバル・ヘルス・リーダー
～保健医療で世界を牽引する～

人類の脅威となる感染症が発生した際に最も早くその対処方法を世界に発信し、
発生国における封じ込め支援をリードする「健康危機管理・疾病対策セン
ター」を創設。

国際保健外交を通じて、高齢化対応の地域づくり、生活習慣病や認知症対策な
どに焦点を当て世界に貢献し、世界一の健康長寿国家としての地域を確立する。

グローバル・ヘルスを担う人材を官民一体で育成・プールする仕組みを創設。

医療の国際展開を図るため、アジアの国などにおいて、ユニバーサル・ヘルス
カバレッジ（UHC）、国民皆保険制度、医薬品・医療機器承認制度のシステム構
築の支援を行う。

保健医療の制度設計や運用を含む地域包括ケアそのもの、地域単位での医療・
介護システムの輸出を目指す。
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育成
プール

民間

行政

グローバル・ヘルスの人材プール

学識
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ビジョンを達成するための基盤①
～イノベーション環境～

疾病の診断や治療、予防やリスク管理、リハビリ、介護の各分野を横断
するイノベーションが求められる。

レギュレトリー・サイエンス・イニシアティブを早急に策定。また、諸
外国の薬事担当者育成などに取り組む。

疾患登録情報を活用して治験に関する情報の収集を容易とするためのイ
ンフラ整備を加速。

がん研究や認知症研究など、これからの少子高齢化の中でウェイトを占
めるものについて、医療保険財源の一部を研究に用いることを検討。
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疾患登録情報に関するインフラ整備
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ビジョンを達成するための基盤②
～情報基盤の整備と活用～

膨大な医療データベースを活用し、治療・研究などの分野において、そ
のリスクの発生予測、治療の効果・効率性の向上が実現。

National Clinical Database レベルのデータベースを全疾患を対象に構
築。

NDB、KDB、介護保険レセプトデータのデータベース、要介護認定データ
について全て統合させ、ヘルスケアデータネットワーク（HDN2035）を構
築。

ICTによる遠隔診断・治療・手術などの基盤が整備され、専門の医師がい
ない地域においても、良質な医療を安全に受けることが可能となる体制
の整備。
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ヘルスケアデータネットワーク（HDN2035）

ＫＤＢ（国保データベース）、ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）、
被用者保険の特定健診データの連結に加え、ＮＣＤや要介護認定データとも連携すること
により、以下が可能となる。

・ 各治療行為と医療費の関連に関するデータ把握

・ 若年の時の健康管理が介護や医療の給付に与える影響

・ 被用者保険の被扶養者となっている前期高齢者の医療・介護データの突合

18



ビジョンを達成するための基盤③
～安定した保健医療財源～

公的医療保険の基本原則を確認した上で、不断の検証を行う。

患者負担については、若年世代との負担の均衡を図る観点や負担能力に
応じた公平な負担という観点から、見直し・議論。

既存の税に加え、社会環境における健康因子に着眼した課税などあらゆ
る財源確保策を検討。

医療費適正化計画に基づく全国の医療費の伸びについて推測していた効
果が期待通りとなっていない場合に、さらなる予防施策の推進や給付範
囲の見直し、新たな財源の確保等を関係者と議論し、決定する仕組み
（中期調整システム）を導入。
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20

ソーダ税・トランスファット税について



中期調整システム
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ビジョンを達成するための基盤④
～次世代型の保健医療人材～

医師の適正配置、勤務体系を見直すとともに、技術進歩の活用などによ
り、医師の業務が生産性の高い業務に集約される。

地域で不足する診療科について精査が必要。過当競争の診療科から不足
する診療科に転科を促すための支援策を策定。

多様な疾患を抱える患者に対して統合ケアを実施するため、看護等の専
門性を高めるとともに、パラメディカルが行える業務の更なる拡大を行
う。

高齢者、障がい者、生活困窮者等のあらゆる人々がコミュニティで共生
できる地域包括ケアシステムを進め、それを担う人材として、医療や福
祉の資格の共通基盤（養成課程等）を整える。
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コミュニティで共生できる地域包括ケアシステム
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① 少子高齢化の進展に伴う介護ニーズの増大や、生産年齢人口の減少の中で、人材の確保が大きな課題となるとともに、効果的・効率的なサービ
ス提供の必要性が増している。

② 少子高齢化に伴い地域の人口構成の変動で介護・福祉分野での支援ニーズが大きく変動することが見込まれる。
③ 中山間地域等においては、人口減少に伴う利用者の減少により、全体として支援ニーズが減少し続けている。

④ サービスの対象者の多様化、抱える困難の複合化、必要な支援の複雑化が進む中で、対象者の状況に即応して、ニーズの把握から支援の組み
立て、提供までを一貫して行うことが求められている。

⑤ 地域特性に応じた取組を先駆的に実施する事業者から、規制との関連性に関する行政との調整が難航するとの声もある。

現状

⑤ 複数サービスを一体的に提
供することを考える事業者の
負担を軽減

② 支援ニーズの変動への柔軟な対応
③ 利用者が減少している中での効率的な対応

④ 対象者の状況に即応して、ニーズの把握か
ら支援の組み立て、提供までの一貫した対応

① 福祉人材が不足している中での効果的・
効率的なサービス提供や、有効な人材活用
策の必要性

○ 福祉人材の多様な
キャリア形成支援を推
進する。
・ 保育→介護→コーディ
ネート 等

○ 福祉人材として共通
する基礎知識等の精
査と、その研修方法に
ついて検討する。

課題

○ イノベーションによる
効率的な業務の実施
について、分析・検証
を進めるとともに、効果
が上がっていると考え
られる取組例について
横展開を図る。

○ 現行ルールを明確化するガイド
ラインを策定し、周知を図る。
※現在認められている取扱の明確化

○ ノウハウの共有や横展開を進め
るための事業者・自治体への支援
を進める。

事業者支援

○ 上記検討チームによる整理も踏まえ、今後、関係局長によるプロジェクトチームを設置し、地域の福祉サービ
スに係る新たなシステムの構築に向けたビジョンの策定とその具体化のための方策を検討する。

○ 対象者の状況に即応したニーズの把握から支
援の組み立て、提供までを一貫して行う仕組みに
ついて、検討し、具体化を図る。
（例）

・ 高齢・障害・子育て分野の様々な相談機関やサービス
提供機関が、緊密な連携の下、包括的に支援していく
仕組みの検討

・ 中山間地域等における複合的なサービス提供の更なる
推進

等

ニーズに即応できる福祉サービス提供の仕組み
の検討

総合的福祉人材の育成、効果的なサービス提供
のための生産性の向上

複数サービスのコーディネート



ビジョンを達成するための基盤⑤
～世界をリードする厚生労働省～

厚生労働省が、世界中の保健医療関係機
関の中で、イノベーション、グローバ
ル・ヘルス、健康危機に対して最も迅速
かつ的確に動く。

保健医療政策について総合的なアドバイ
スを首相や厚生労働大臣に対して行う
「保健医療補佐官（Chief Medical 
Officer）」を創設。

保健医療のイノベーションを開発段階か
ら費用対効果の評価まで横断的に推進す
る「医療イノベーション推進局」を創設。

がん、循環器系疾患、糖尿病等の非感染
性疾患対策を強化し、世界にその知見を
発信していく非感染症対策に関する部局
横断的な組織を創設。

保健医療の国際展開についてビジョンを
策定するとともに、世界と対話を積極的
に行っていく機能や情報発信等を強化す
るため、「グローバル戦略官」を創設。 25



推進体制等

厚生労働省内で実行推進本部を設置
し、提言内容について広く国民的議
論を喚起するとともに、十分な議論
を経たのちに、実行可能な短期の施
策から着実に実施。

４月24日から５月20日までの期間で
実施した、国民からの意見募集につ
いては149件、厚生労働省の全職員
からの意見募集については35件の意
見があった。一つ一つに目を通して、
そのいくつかについては、取り上げ
ている。
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“塩崎大臣へ、私のアイディア2035”募集結果
（「2035年の保健医療」に関する提案・意見の募集）



27

医療の質を高める

無駄な処方や医療の地域に
よるばらつきが減って、同
じお金で質の高い医療が受
けられる。

主体的選択を社会で支える

日常的に健康づくりをして、医
療機関に行かなくなって、健康
で元気。

世界の保健医療を牽引する

新型インフルなどが起こっても日
本がしっかり封じ込めるから安心。

イノベーション環境

新しい薬が世界で最も早く使う
ことができて、今まで治せな
かった病気も治せる。

情報基盤

ICTを使ってどこの医療機関が
いいかがわかるし、自分がどの
病気にかかりやすいかわかる。

ガバナンス・広報

政府がわかりやすく説明
してくれるから、よくわ
かるし、納得。

安定した保健医療財源

皆保険制度が持続可能であ
るし、保険の負担が公平・
公正だから安心・納得。

次世代型の保健医療人材

かかりつけ医が体全体を診て
くれるから、たくさんの医療
機関に行かなくていい。

～ 保健医療2035で国民の保健医療がこう変わる ～

保健医療の制度見直しで、質の高い医療を受けることができ、日常的に健康づくりをし、また、医療や健康につい
て知ることや納得することができて、こんなに健康や暮らしが良くなる。

多くの難病が治療できるようになったり、新たな治療法が開発されてがんが克服されるなど、保健医療の技術が大
きな進歩を遂げて成果を発揮している。


